



An Interpretation from Functionalism on the Failure of UNESCO










































Working Peace System” を整理し、機能主義に関する先行研究を取り上げる。第 2 章では、「国際機構
の適切な運営の失敗」の事例としてユネスコを取り上げ、1980 年代の米英脱退の経緯と、それにつ
いて論じられてきた先行研究を紹介する。第 3 章では、第 1 章で整理したミトラニーの機能主義の観
点から、米英脱退というユネスコの失敗についての解釈を試みる。
第 1 章　デイヴィッド・ミトラニーの機能主義
1．A Working Peace System
　以下では、ミトラニー 3） の機能主義が論じられる場合には必ず主著として取り上げられる 1943 年
出版の “A Working Peace System” をもとに、機能主義と呼ばれるところの理論を整理する。




“Working” に関する日本語訳に違いがある。それぞれ、「実働的平和システム」（木下 1998：p 38）、
「機能する平和体制」（郷田 2001：p 155）、「実効的平和システム」（コーネリア 2002：p 256）、「実働
平和システム論」（福田 2012：p 30）、「活動する平和システム」（城山 2013：p 26）、「稼働する平和」
（鈴木 2013：p 106）、「働きうる」（最上 2016：p 330）という訳語があてられている。このような差異
はあるものの、“Working” という言葉によって示される機能主義の特徴は、以後見ていくミトラニー
の論考に “pragmatic” や “practical” という言葉が使われているように、「現実に機能し得る」構想を追
求した点にある 4）。以下では全 4 章からなる “A Working Peace System” の内容について見ていく 5）。
（1）一般的な問題














































































































































































































































　1983 年 12 月 28 日、ユネスコのムボウ（Amadou-Mahtar MʼBow）事務局長に向けてアメリカのシュ






ていた。これに対してムボウ事務局長は翌 1984 年 1 月 18 日にアメリカの通告に対する返事を出し、
直近の執行委員会（Executive Board） 9） の議題として取り上げたい旨を述べた（同上：Annex II）。同
年 4 月には、アメリカはシュルツ国務長官への諮問機関として「ユネスコに関する監視委員会
（Monitoring Panel on UNESCO）」を設置し、1984 年のユネスコの活動状況をモニタリングする役目を
担った。
　このアメリカの動きに同調したのがイギリスであった。イギリスの脱退へ向けた動きは、同年 4 月
2 日付でレイソン海外開発大臣（Timothy Raison, Minister for Overseas Development）がユネスコに対
して送付した書簡に始まる。その書簡では、①特定のプログラムに関する問題、②統治機構、③予算
の問題、④プログラム一般に関する問題、⑤評価、⑥その他のマネジメントに関する問題、⑦第三次




　こうしたやり取りの後、同年 5 月 9 日から 24 日にかけて第 119 回執行委員会が開催され、当然の
ことながら米英の脱退についての審議が行われた。ユネスコは、イギリスから突き付けられた改善要
求に対して応答するとともに 10）、ムボウ事務局長はアメリカ議会の要請に応じ、アメリカ会計監査院
（General Accounting Office：以下 GAO）のユネスコ立ち入り検査を認め、協力するとの意向を示した
（UNESCO 1984d：p 15）。
　その報告結果（以下 GAO レポート）が同年 11 月 30 日に公開された。これはユネスコのマネジメ
ント体制批判におけるアメリカ側の意見が集約された文書であり、脱退理由がより詳細に述べられて













　GAO レポートが公表される 3 日前の 11 月 27 日付で、先述した「ユネスコに関する監視委員会」
の最終報告書が公開されており、そこでも「アメリカの基本的な関心についての進展はなかった」と
否定的な見解が述べられた 12）。
　こうして、アメリカ脱退の期日であった 1984 年 12 月 31 日を迎え、結局アメリカはユネスコ脱退
を撤回することなく、通告通りにユネスコを去ることとなった。
　イギリスの脱退通告は、GAO レポートの公開から 5 日後の同年 12 月 5 日に、イギリスのハウ
（Geoffrey Howe）外相からムボウ事務局長に宛てた書簡で行われた 13）。そこでは、翌 1985 年 10 月 8
日から 11 月 9 日にかけて行われる第 23 回ユネスコ総会で、改善が見られない場合には脱退が避けら
れない旨が述べられた。第 23 回総会に付す勧告やプログラム予算案の審議が、第 121 回執行委員会
（1985 年 5 月 9 日－6 月 21 日）で行われた。そこでの案はイギリスからしても「妥当なバランス」を
持っているとの所感が表明されるものとなっていた。
　そうしたなか、例えば、翌 1985 年 7 月 8 日には、レイソン大臣が「英国をユネスコに留めるため















































































な改革に着手していたという国内的な背景があった。1981 年 1 月 20 日に就任したレーガン大統領は、









































































を発揮することが出来なかった」（Sack 1986：p 114）。換言すれば、1980 年代におけるユネスコの状

























注 1） Long と Ashworth が「今日かなり広く知れ渡っている機能主義という用語はどうも Ernest Haas によって体
系的な方法で導入されたもののようだ。ミトラニーが機能主義［と呼ぶこと］を避けたかったのは、彼が柔軟
性のない考え方に嫌悪を抱いていたこと、特に『主義』がイデオロギー的なドグマを暗示しているという感覚




 2） なお、英と同様にシンガポールも 1985 年 12 月 31 日に脱退している。シンガポール脱退の理由は明らかに
されていないが、シンガポールでは報道の自由が制限されており、ジャーナリスト間での自己検閲がかなり一
般的であり、第 2 章で後述するユネスコで取り上げられた「新世界情報コミュニケーション秩序」との関連で
脱退したのではないかとも考えられている（Haentzschel 2004：pp 549-550；pp 553-554）。
 3） David Mitrany（1888-1975）は、ルーマニアに生まれ、教育を受けた。兵役ののち、ドイツで過ごし、イギ
リスへと渡り LSE（London School of Economics）で社会学を専攻。1922 年までは英誌 Guardian の国際情勢












出 ― 網絡過程 ― とみなされる」（Taylor 1978：p 242）。
 8） 「機関の加盟国又は準加盟国は、事務局長にあてた通告により機関から脱退することができる。この通告は、









ネスコ憲章『http://www.mext.go.jp/unesco/009/001.htm』（2019 年 1 月 4 日最終閲覧）を参照。
 9） 執行委員会は、総会（General Conference）、事務局（Secretariat）と共に、ユネスコを主だって構成する 3 つ
の主要機関のひとつであり、総会で選出された 58 の加盟国から構成され、主に、総会の議事日程の作成や事
業計画の実施の監督等を行う。以上、概要は、国立国会図書館リサーチ・ナビ UNESCO（国連教育科学文化
機関）『https://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/unesco.php』（2019 年 1 月 4 日最終閲覧）を参照。
10） イギリスの 7 項目改善要求に対するユネスコの応答については（UNESCO 1984c）を参照されたい。
11） ここで委員会とは、アメリカ合衆国下院外交委員会と同科学技術委員会を指す。
12） 引用の報告書は “Report of the Monitoring Panel on UNESCO for the Secretary of State, 27 November 1984” である
が、当該資料の入手が困難であるため、（Imber 1989：p 112）、（野口 1996：p 99）の記述に依拠している。
13） 以下、イギリス脱退の経緯については、一次資料の入手が困難であるため、原典の引用を含め、野口
（1966：pp 104-134）に負っている。
14） これによりアメリカは 1975 年及び 1976 年の支払いを停止したが、1977 年には分担金の支払いを再開して
いる（Imber 1989：p 104）。
15） 正式名称は “Declaration on Fundamental Principles concerning the Contribution of the Mass Media to Strengthening 
Peace and International Understanding, to the Promotion of Human Rights and to Countering Racialism, apartheid and 
incitement to war” であり、全文は『http://portal.unesco.org/en/ev.php-URL_ID=13176&URL_DO=DO_TOPIC&URL 
_SECTION=201.html』で閲覧可能（2019 年 1 月 4 日最終閲覧）。
16） しかし、実際には、多くの論者が述べているように、NWICO の議論は、なんら具体的な統制のメカニズム




は」という条件付きであった。原文は Congress,gov S.1193 - An original bill to authorize appropriations for fiscal 
years 1982 and 1983 for the Department of State, the International Communications Agency, and the Board for 
International Broadcasting, and for other purposes.
 『https://www.congress.gov/bill/97th-congress/senate-bill/1193』を参照（2019 年 1 月 4 日最終閲覧）。
18） National Archives, Executive Order 12291
 『https://www.archives.gov/federal-register/codification/executive-order/12291.html』（2019 年 1 月 4 日最終閲覧）。














23） イギリスは 1997 年、アメリカは 2003 年にユネスコ復帰を果たした。ただし、2017 年にアメリカのトラン
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